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　その他の課題の取り組み

＜障がいの理解・普及啓発＞について、まず４事業所の相談員で「どんな時に障がいが理解されていないと感じるか」「誰を対象に、どのような活動をしたら効果的か」などについて協議した。
その結果、一般市民は元より家族も関係者もいわゆる支援者も「正しい障がい理解が必要」で

あり、「正しい障がい理解」があって初めて効果的な支援があり、良好な家族・人間関係があり、社会生活が営めるとの結論に達した。
そこで、障がい理解のための啓発事業として、次のことを年度内に具体的に計画し、実施していくこととした。
＜対象者＞本人、家族、施設・事業所職員、行政、企業、小中学生、PTA、教員、民生委員、警察、ハローワーク
＜方　法＞　◎キャラバン隊（名称未定）結成、派遣
    　◎ふれあい教育セミナーへの参入
　 　 ◎中学生の職業講話へ相談員が専門職として参入
　 　 ◎子どもを対象とした障がい体験講座
　　　◎メニュー提示し研修や学習会の出前開催、講師派遣　   　　　等
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